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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 549,206 3.2 26,773 47.9 28,662 41.1 11,673 4.1
22年3月期第3四半期 532,087 △7.9 18,100 27.1 20,313 51.0 11,214 421.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 56.91 ―

22年3月期第3四半期 54.47 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 873,081 632,474 65.4 2,830.52
22年3月期 856,793 627,969 66.6 2,769.55

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  570,884百万円 22年3月期  570,218百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
23年3月期 ― 5.00 ―

23年3月期 
（予想）

5.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 710,000 2.8 24,000 46.8 25,000 31.2 9,000 8.2 43.71



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添付資料】P.４「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧く
ださい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.５「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  216,592,000株 22年3月期  216,592,000株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  14,903,283株 22年3月期  10,703,751株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  205,125,606株 22年3月期3Q  205,889,253株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）におけるわが国経済は、企業収益の

改善が見られたものの、厳しい雇用・所得環境やデフレ・円高の継続など、先行き不透明な状況のまま推移しまし

た。 

このような環境下におきまして、当社グループは業績の回復を図るべく、生産・販売・研究開発の各分野で業務

改革の推進に努めました。当第３四半期連結累計期間においては、海外子会社の業績が好調に推移したほか、電池

材を中心とした鋼板および機械の販売が増加したことなどにより、売上高は5,492億６百万円（前年同期比3.2％

増）となり、利益面では、営業利益は267億73百万円（前年同期比47.9％増）、経常利益は286億62百万円（前年同

期比41.1％増）、四半期純利益は116億73百万円（前年同期比4.1％増）となりました。 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用し、セグメント区分を変更したため、各セグメントにおける前年同期比は記載しておりませ

ん。 

各セグメントの営業の概況は次のとおりです。 

〔包装容器関連事業〕 

売上高は4,730億94百万円となり、営業利益は187億67百万円となりました。 

①缶詰用空缶・その他金属製品の製造販売 

飲料用空缶の販売は、堅調でした。 

清涼飲料向けは、国内のコーヒー向けが減少しましたが、夏場の猛暑の影響を受け炭酸飲料向けが好調に推移

したほか、タイのNext Can Innovation Co., Ltd.が当連結会計年度から本格稼働したことにより増加しまし

た。 

アルコール飲料向けは、国内の新ジャンル（ビール風アルコール飲料）・ビール向けが好調に推移したほか、

中国の東罐（広州）高科技容器有限公司が当連結会計年度から稼働したことにより増加しました。 

飲料用以外のメタル容器では、防臭消臭剤向けで新規受注がありましたが、安価な輸入製品の増加により国内

生産が落ち込んだツナ缶詰向けが低迷したほか、粉ミルク向けが減少したことなどにより、販売は低調でした。

メタルキャップでは、ビール向けのマキシキャップの輸出が好調に推移したほか、タイのCrown Seal Public 

Co., Ltd.においてビール・清涼飲料向けの王冠が増加したことにより、販売は大幅に伸長しました。 

②プラスチック製品の製造販売 

飲料用ペットボトルの販売は、概ね堅調でした。 

500mlを超える大容量ボトルは、炭酸飲料・ミネラルウォーター向けが低調に推移したことにより減少しまし

た。500ml以下の小容量ボトルは、お茶類向けが減少しましたが、果汁飲料向けが増加したほか、夏場の猛暑の

影響を受け炭酸飲料・健康飲料向けが好調に推移したことに加え、タイのToyo Pack International Co., Ltd.

において紅茶向けなどが伸長したことにより増加しました。プリフォームは、大容量のミネラルウォーター向け

が大幅に落ち込んだことにより減少しました。 

一般プラスチックボトルでは、タイのWell Pack Innovation Co., Ltd.において頭髪用品向けなどが増加しま

したが、国内において、洗濯用洗剤向けや手指消毒剤などの医薬品向けが減少したほか、食用油・マヨネーズ向

けが低迷し、販売は低調でした。 

プラスチックフィルムでは、味噌・菓子向けなどが減少しましたが、洗濯用洗剤向けの詰替用容器や新規受注

があった米飯向けが好調に推移したことに加え、マレーシアのMalaysia Packaging Industry Berhadにおいて衛

生用品向けが増加し、販売は堅調でした。 

プラスチックキャップでは、ハンドソープ用詰替パウチ向けが減少しましたが、醤油向けが好調に推移したほ

か、夏場の猛暑の影響などにより清涼飲料向けが増加し、販売は堅調でした。 

その他、ドレッシング向けで「ヒネルキャップ」が順調でした。 

③ガラス製品の製造販売 

びん製品では、食品向けが増加しましたが、たれ類・酢・ドレッシング向けの減少を補うにはいたりませんで

した。 

ハウスウエア製品では、消費低迷の影響を受け食器などが減少しましたが、セールスプロモーション品の新規

受注があったことなどにより、販売は堅調でした。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



④紙製品の製造販売 

紙コップ製品では、ヨーグルト向けなどが減少しましたが、調理食品・スープ向けや飲料コップなどが増加

し、販売は堅調でした。 

印刷紙器製品では、ティッシュ・レントゲンフィルム・医薬系ドリンク向けなどが減少し、販売は低調でし

た。 

段ボール製品では、ビール類・清涼飲料向けなどが増加しましたが、菓子向けなどが減少し、販売は低調でし

た。 

⑤エアゾール製品・一般充填品の受託製造販売 

エアゾール製品では、消臭芳香剤・制汗消臭剤で新規受注などがありましたが、染毛剤・シェービングフォー

ムなどの減少を補うにはいたりませんでした。 

一般充填品では、消臭芳香剤で新規受注などがありましたが、ハンドソープ・殺虫剤が減少し、販売は低調で

した。 

〔鋼板関連事業〕 

売上高は432億42百万円となり、営業利益は43億24百万円となりました。 

電気・電子部品向けでは、電池材で、乾電池などの１次電池向けが増加したことやリチウム電池などの２次電池

向けが海外で新規顧客を獲得したことなどにより、販売は堅調でした。 

自動車・産業機械向けでは、エコカー補助金制度など政府の経済対策で第２四半期まで自動車部品材料などが増

加したことにより、販売は堅調でした。 

建築・家電向けでは、ユニットバス向け内装材が集合住宅用を中心に増加したほか、冷蔵庫向け扉材が市場でデ

ザイン性を高く評価されたことやエコポイント制度の影響により好調に推移し、販売は堅調でした。 

〔機能材料関連事業〕 

売上高は211億４百万円となり、営業利益は27億67百万円となりました。 

磁気ディスク用アルミ基板では、世界的な需要の減少や円高の影響を受け、販売は低調でした。 

光学用機能フィルムでは、フラットパネルディスプレイの旺盛な需要に牽引され、販売は堅調でした。 

その他、顔料で輸出が好調に推移したほか、フリット・ゲルコートが需要の回復などにより伸長しました。 

〔その他〕 

硬質合金・機械器具および農業用資材製品などの製造販売、石油製品などの販売、損害保険代理業および不動産

管理業などにつきましては、売上高は117億64百万円となり、営業利益は８億39百万円となりました。 

なお、当第３四半期連結累計期間における連結子会社および持分法適用関連会社の増減は、次のとおりです。

<１>連結子会社 

・増加（７社） 

東洋ガラス物流株式会社 

東硝株式会社 

TAIYO PLASTIC CORPORATION OF THE PHILIPPINES 

T.K.G.CORPORATION 

新三協物流株式会社 

東罐機械（上海）有限公司 

福岡パッキング株式会社 

・減少（３社） 

島田硝子株式会社  ※１ 

株式会社本間鉄工場 ※２ 

東洋電解株式会社  ※３ 

※１ 島田硝子株式会社は、平成22年３月31日開催の同社臨時株主総会にて会社解散決議を行い、平成22年

９月30日付で清算結了いたしました。 

※２ 株式会社本間鉄工場は、平成22年５月27日開催の同社定時株主総会にて会社解散決議を行い、平成22

年９月28日付で清算結了いたしました。 

※３ 当社および東洋電解株式会社は、平成22年10月１日付で当社を存続会社として合併いたしました。 

<２>持分法適用関連会社 

・減少（１社） 

福岡パッキング株式会社 



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

・資産、負債および純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、8,730億81百万円となりました。保有上場有価証券の時価下落によ

り投資有価証券が減少しましたが、受取手形及び売掛金の増加や設備投資の実施による有形固定資産の増加によ

り、前連結会計年度末に比べ162億87百万円の増加となりました。 

当第３四半期連結会計期間末の負債は、2,406億６百万円となりました。支払手形及び買掛金等の支払債務は

減少しましたが、借入金が増加したこと、および今期より適用となりました資産除去債務の計上による増加等に

より、前連結会計年度末に比べ117億82百万円の増加となりました。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、6,324億74百万円となりました。配当金の支払いや自己株式の取得

により減少しましたが、第３四半期純利益や持分法適用関連会社を連結子会社としたことにともなう少数株主持

分の増加等により、前連結会計年度末に比べ45億４百万円の増加となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の66.6％から65.4％となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当社は、第２四半期連結累計期間におけるグループ各社の業績を踏まえて、平成22年10月29日に通期業績予想を

修正いたしました。当第３四半期連結累計期間の業績は概ね計画どおりに推移しており、平成23年３月期の通期業

績予想につきましては変更ありません。 



（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 １．簡便な会計処理 

   定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する 

   方法によっております。 

     ２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

      税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果 

      会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており 

      ます。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益が54百万円、経常利益が56百万円、税金等調整前四半期純利益が1,226百万円それぞれ

減少しております。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 124,244 135,479

受取手形及び売掛金 229,391 198,894

有価証券 2,000 2,000

商品及び製品 57,194 57,762

仕掛品 9,921 10,309

原材料及び貯蔵品 26,253 24,340

繰延税金資産 11,280 10,167

その他 9,243 9,178

貸倒引当金 △2,505 △2,428

流動資産合計 467,024 445,705

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 88,667 89,057

機械装置及び運搬具（純額） 79,326 76,465

土地 82,882 81,615

建設仮勘定 25,666 23,303

その他（純額） 9,314 9,445

有形固定資産合計 285,858 279,887

無形固定資産 3,420 4,298

投資その他の資産   

投資有価証券 83,870 90,676

長期貸付金 530 869

繰延税金資産 21,590 25,920

その他 13,295 12,039

貸倒引当金 △2,509 △2,603

投資その他の資産合計 116,777 126,902

固定資産合計 406,057 411,088

資産合計 873,081 856,793



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 76,030 77,018

短期借入金 18,132 19,351

未払法人税等 4,314 4,196

事業構造改善引当金 28 38

アスベスト対策引当金 － 36

関係会社整理損失引当金 31 568

資産除去債務 20 －

その他 54,129 49,879

流動負債合計 152,686 151,089

固定負債   

社債 － 5,000

長期借入金 15,047 239

繰延税金負債 2,943 3,116

退職給付引当金 53,830 53,329

役員退職慰労引当金 895 872

特別修繕引当金 4,930 5,599

ＰＣＢ対策引当金 693 632

事業構造改善引当金 986 1,472

アスベスト対策引当金 155 －

資産除去債務 1,535 －

負ののれん 615 624

その他 6,285 6,848

固定負債合計 87,920 77,734

負債合計 240,606 228,823

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,094 11,094

資本剰余金 349 349

利益剰余金 569,721 559,683

自己株式 △24,764 △18,623

株主資本合計 556,401 552,503

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,927 21,708

繰延ヘッジ損益 △1,196 △629

為替換算調整勘定 △3,248 △3,364

評価・換算差額等合計 14,483 17,714

少数株主持分 61,590 57,751

純資産合計 632,474 627,969

負債純資産合計 873,081 856,793



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 532,087 549,206

売上原価 456,012 468,292

売上総利益 76,074 80,914

販売費及び一般管理費 57,973 54,140

営業利益 18,100 26,773

営業外収益   

受取利息 536 391

受取配当金 1,719 1,644

受取賃貸料 1,512 1,477

負ののれん償却額 196 317

持分法による投資利益 33 106

その他 2,822 3,417

営業外収益合計 6,821 7,355

営業外費用   

支払利息 266 300

固定資産賃貸費用 871 1,396

固定資産除却損 677 609

為替差損 130 1,278

その他 2,663 1,881

営業外費用合計 4,609 5,465

経常利益 20,313 28,662

特別利益   

固定資産売却益 477 －

特別利益合計 477 －

特別損失   

減損損失 － 772

アスベスト対策引当金繰入額 － 155

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,169

特別損失合計 － 2,097

税金等調整前四半期純利益 20,790 26,565

法人税等 8,146 12,052

少数株主損益調整前四半期純利益 － 14,512

少数株主利益 1,429 2,839

四半期純利益 11,214 11,673



該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

(注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

  ２．各事業の主な製品 

    (1)包装容器関連事業……空缶製品、プラスチック製品、ガラス製品、紙製品等 

    (2)鋼板関連事業……鋼板、鋼板加工製品等 

    (3)その他事業……釉薬、顔料、磁気ディスク用基板、機械器具、石油製品等  

〔所在地別セグメント情報〕  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。  

   ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1)アジア……タイ、マレーシア、中国 

    (2)その他……米国 

〔海外売上高〕  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

    (注)１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

  ２．各区分に属する主な国又は地域 

    アジア      ……タイ、中国、シンガポール 

    その他の地域……米国、ロシア  

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  

包装容器 

関連事業 

（百万円） 

鋼板 

関連事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

計 

（百万円) 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 

 (2)セグメント間の 

  内部売上高又は振替高  

 

 

 

 

469,774

543

 

 

35,059

31,556

 

 

27,252

3,610

 

 

532,087

35,709

 

－ 

 

 △35,709

 

－ 

532,087

計   470,318  66,616  30,863  567,797  △35,709  532,087

 営業利益  16,211  625  1,226  18,063  37  18,100

  
日本 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円) 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高   

 (1)外部顧客に対する売上高 

 (2)セグメント間の 

  内部売上高又は振替高  

 

 

 

 

513,716

6,698

 

 

18,193

1,439

 

－ 

177  

 

532,087

8,138

 

－ 

 

 △8,138

 

－ 

532,087

計   520,415  19,633  177  540,226  △8,138  532,087

 営業利益又は営業損失(△)  19,396  △1,014  3  18,385  △284  18,100

  アジア その他の地域 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円）  29,134  5,456  34,590

 Ⅱ 連結売上高（百万円）   532,087

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  5.5  1.0  6.5



〔セグメント情報〕  

 １．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。 

 当社グループは総合容器メーカーとして包装容器関連及び関連技術を基礎とした各種事業を営んでいる。主な事業別

に企業グループを形成しており、その各企業グループが主管となり、各事業の取り扱う製品・サービスについて国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。 

 したがって、当社グループは製品・サービス別のセグメントから構成されており、「包装容器関連事業」「鋼板関連

事業」「機能材料関連事業」の３つを報告セグメントとしている。 

 「包装容器関連事業」は、金属、プラスチック、ガラス、紙を主原料とする容器の製造販売及び充填品の受託製造販

売を行っている。「鋼板関連事業」は、鋼板及び鋼板関連製品の製造販売を行っている。「機能材料関連事業」は、磁

気ディスク用基板、光学用機能フィルム、フリット、顔料、ゲルコート等の機能材料の製造販売を行っている。 
  
 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   
   
当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日） 

（単位：百万円） 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、硬質合金、損害保険代理業 

    及び不動産管理業等を含んでいる。 

  ２．セグメント利益の調整額74百万円には、セグメント間取引消去等が含まれている。 

  ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 
  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用している。    

 当社は、平成22年10月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である東洋電解株式会社を吸収合併した。こ

の合併に反対する株主より、会社法第797条第１項に基づく当社株式の買取請求があったことにより、平成22年11

月10日から平成22年11月12日までの間に自己株式の買取を行ったため、当第３四半期連結累計期間において、自己

株式が6,136百万円増加している。 

  

  

報告セグメント 
その他 

（注1） 
合計 

調整額 

（注2） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注3） 

包装容器 

関連事業 

鋼板 

関連事業 

機能材料 

関連事業 
計 

売上高  

  外部顧客への売上高  

 セグメント間の 
  内部売上高又は振替高  

 

 

 

473,094

389

 

 

43,242

34,231

 

 

21,104

15

 

 

537,441

34,637

 

 

11,764

4,296

 

 

 

549,206

38,933

 

 

 

－

△38,933

 

 

549,206

－

計   473,484  77,474  21,120  572,078  16,060  588,139  △38,933  549,206

セグメント利益  18,767  4,324  2,767  25,859  839  26,699  74  26,773

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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